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【海外株式市場・経済指標他】 ～ギリシャ：警戒レベル引き上げ～ 

・米国株式市場は続落。ギリシャ問題が嫌気され売り優勢。 

 

・１月労働市場情勢指数（LMCI）は＋4.9と前月からの改善を確認。同時に過去分は上方修正された（＋6.1

→＋7.3）。本統計はスラックの深度を定量的に測定するにあたって、その一助とすべく昨年10月から公表

がスタートした。しかしながら、結局は当指数も既存の統計を合成したに過ぎず、目新しいのものではな

い。ＦＲＢが（ＦＲＢ作成版の）LMCIを政策判断のツールとして活用するかは不透明だ。 
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(備考）Thomson Reutersにより作成 ＦＲＢ版は累積変化幅

ＦＲＢ版

（2000＝0）

カンザスシティ連銀版（右）

＜主要株価指数＞ 17:18 現在

終値 前日比
日経平均※ 17652.68 -59.25 
ＮＹダウ 17,729.21 -95.08 
ＤＡＸ（独） 10,663.51 -182.88 
FTSE100（英） 6,837.15 -16.29 
CAC40(仏） 4,651.08 -39.95 
＜外国為替＞※

118.74 0.10
1.1328 0.00

＜長期金利＞※
日本 0.395 ％ 0.041 ％
米国 1.978 ％ 0.021 ％
英国 1.610 ％ -0.036 ％
ドイツ 0.355 ％ -0.020 ％
フランス 0.668 ％ 0.054 ％
イタリア 1.660 ％ 0.082 ％
スペイン 1.568 ％ 0.079 ％
＜商品＞
ＮＹ原油 52.86 ㌦ 1.17 ㌦
ＮＹ金 1240.80 ㌦ 6.90 ㌦

※は右上記載時刻における直近値。図中の点線は前日終値。

(出所）Bloomberg
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【外国為替相場・債券市場】～原油：ＷＴＩは50定着か～ 

・前日のＧ10通貨はUSDの強さが目立った一方、JPYの強さも目立った。雇用統計後の調整からUSDが主要通貨

全般に対して売られるなか、USD/JPYは一時118前半まで下落。他方、原油価格反発を受けてNZD、CADが堅

調。10日日本時間でUSD/JPYは118半ばを一進一退。経済指標は１月豪ＮＡＢ企業信頼感指数が＋２と下方

修正された前月から不変。 

・米10年金利は＋2.1bpの1.978％。１月雇用統計の強さが再認識されるなか、原油価格反発をきっかけに金

利上昇。経済指標は12月独貿易黒字が218億ユーロとなり既往最高を更新。輸出が前月比＋3.4％と強く伸

びた一方、輸入が▲0.8％減少した。フランスではＢdＦビジネスセンチメント指数が98となり、上方修正

された前月（96→97）から改善。サブ項目をみても需要（新規受注）が持ち直しており好内容。 

【国内株式市場・経済指標他】～景気ウォッチャー：先行きが50回復～ 

・日本株は米株安を受けて安寄り後、後場は下げ幅縮小。 

・昨日発表の景気ウォッチャーは現状判断ＤＩが45.6と２ヶ月連続で改善し、先行き判断ＤＩも50.0と５ヶ

月ぶりに大台回復。ガソリン安にも拘らず家計の現状判断ＤＩが小幅軟化（44.2→43.9）したことは気掛

かりだが、先行き判断ＤＩは家計（45.0→48.4）、企業（49.3→51.8）が共に11月をボトムにはっきりと

持ち直しておりポジティブ。同日発表の１月消費者態度指数も39.1と２ヶ月連続で改善。暮らし向き

（36.0→35.8）、収入の増え方（38.7→38.5）の軟化は、円安の弊害と実質可処分所得減少の影響がなお

残存していることを浮き彫りにしたが、反対に耐久財買い時判断（36.3→37.3）の改善は消費増税の影響

が一巡しつつあることを示唆しており、先行きに明るい見方を提供している。また、雇用環境（44.1→

44.7）の改善は求人指標（新規求人）の著しい改善と整合的で労働市場の改善を裏付けている。 

・１月中国ＣＰＩは前年比＋0.8％と前月（＋1.5％）から急減速。同時に発表されたＰＰＩも▲3.4％と下落

幅拡大。両者とも資源価格下落の影響を強く受けているが、コア物価も弱く、基調は下向きだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注目点】～警戒レベル引き上げ（ギリシャ問題）～ 

・ギリシャのツィプラス首相は反緊縮姿勢を頑なに貫き、既存の支援プログラム延長を求めない方針を堅持。

現時点ではギリシャが態度を急転換する可能性は低く、このまま２月末で支援プログラムが打ち切られる

可能性が高まっている。ギリシャ政府は当面の財政資金を賄うために「つなぎプログラム」の策定を求め

ているが、改革継続を約束しない限り、支援提供国側がこれに応じる可能性は低い。こうしたなか、９日

のギリシャ３年金利は前日比＋308bpと急上昇。昨年12月上旬から始

まった逆イールドがここへ来て一段と鮮明になるなど、市場のスト

レスも高まっている。筆者はこれまでギリシャ問題に関して楽観的

な見方を示してきたが、ここまでギリシャ政府が強硬姿勢を固持す

るとは予想できなかった。2010-2012年のように周縁国を巻き込むよ

うな騒動に発展しないとの見方は維持するが、さすがに警戒レベル

を引き上げなくてはならない。 
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